
○日進市有料広告掲載に関する要綱 

平成18年8月22日 

要綱第65号 

(趣旨) 

第1条 この要綱は、自主財源の確保及び市民サービスの向上のため、市が所有権その

他の権利を有し、又は有することとなる財産、物品その他の物件(以下「市の資産」

という。)に掲載する広告の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 

(広告掲載の対象) 

第2条 広告掲載の対象は、市の資産のうち、広告の掲載が可能と市長が認めるもの(以

下「広告媒体」という。)とする。 

(掲載基準) 

第3条 次の各号のいずれかに該当する広告は、広告媒体には掲載しないものとする。 

(1) 法令又は条例等に違反するもの又はその恐れがあるもの 

(2) 公序良俗に反するもの又はその恐れがあるもの 

(3) 政治性のあるもの 

(4) 宗教性のあるもの 

(5) 社会問題についての主義主張 

(6) 個人又は法人の名刺広告 

(7) 青少年保護又は健全育成の観点から適切でないもの 

(8) 消費者被害の未然予防又は拡大防止の観点から適切でないもの 

(9) 前各号に掲げるもののほか、広告媒体に掲載する広告として不適当であると市

長が認めるもの 

(広告の規格等) 

第4条 広告の規格、枠数、掲載料、作成方法等は、当該広告媒体の所管部署において

定めるものとする。 

(広告の募集) 

第5条 広告の募集は、次の各号のいずれかの方法によるものとする。 

(1) 広報にっしん、日進市ホームページ等による募集 

(2) 公共的団体を通じた募集 

(3) 広告取扱い業者の斡旋による募集 



(4) 日進市有料広告掲載提案募集制度実施要綱(平成30年日進市要綱第59号。以下

「提案募集制度実施要綱」という。)に定める有料広告掲載提案募集制度による募

集(以下「有料広告掲載提案募集制度による募集」という。) 

2 前項の規定にかかわらず、広告を掲載しようとする者(以下「広告掲載希望者」と

いう。)が募集枠に満たないときは、個別に広告を募集することができる。 

(広告掲載の申込み) 

第6条 前条第1項第1号から第3号までの募集による広告掲載希望者は、広告掲載申込

書(第1号様式)に広告案を添えて市長に提出しなければならない。 

2 有料広告掲載提案募集制度による募集から契約までに係る手続は、提案募集制度実

施要綱の定めるところによる。この場合において、広告掲載希望者は、提案募集制

度実施要綱第5条第3項による承認の結果通知書を受理した後に、前項の申込みをす

るものとする。 

(広告案の審査及び決定) 

第7条 市長は、前条の申込書を受理したときは、当該広告媒体の所管部署において審

査に付するものとする。 

2 市長は、前項の審査に基づき、広告掲載の可否を決定したときは、その結果を広告

掲載決定通知書(第2号様式)により広告掲載希望者に通知するものとする。 

(日進市有料広告審査会) 

第8条 次の各号に掲げる場合に審査を行うため、日進市有料広告審査会(以下「審査

会」という。)を設置する。 

(1) 有料広告掲載提案募集制度による募集により提案書が出された場合 

(2) 前条第2項の広告掲載の可否に関して疑義が生じた場合 

(3) 前2号に掲げるもののほか、市長が必要と認める場合 

2 審査会の委員は、企画政策課長、情報広報課長、財務政策課長、行政課長及び財産

運営課長で構成し、会長は、財務政策課長をもって充てる。 

3 日進市ホームページに掲載する広告に関する審査の場合は、前項に定める委員に、

当該業務担当課長を加えることができるものとする。 

4 屋外広告に該当する可能性がある広告の審査の場合は、第2項に定める委員に、都

市計画課長を加えることができるものとする。 

5 審査会の会議は、第1項の場合において、会長が必要と認めたときに開催し、会長



は、第2項から第4項までに定める委員のほか、広告媒体又は審査する内容に関連す

る所管部署の長を臨時の委員として審査会に参加させることができる。 

6 審査会は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

7 審査会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決す

るところによる。 

8 審査会の庶務は、総務部財務政策課で行う。 

(広告掲載料の納入) 

第9条 第7条第2項の規定により掲載可の決定を受けた広告掲載希望者(以下「広告主」

という。)は、広告掲載承諾書(第3号様式)を市長へ提出するとともに、指定期日ま

でに広告掲載料を一括して納入しなければならない。ただし、市長が特別な理由が

あると認めたときは、この限りでない。 

(広告原稿の作成及び提出) 

第10条 広告主は、広告原稿を市長が指定する方法で自己の負担により作成し、指定

期日までに提出しなければならない。 

2 市長は、前項の規定により広告原稿の提出があったときは、その内容が広告掲載申

込書の記載内容若しくは広告案と相違していないこと、又は法令若しくはこの要綱

に違反していないことを確認するものとする。 

3 市長は、前項の場合において、広告掲載申込書の記載内容及び広告案と相違してい

る、又は提出のあった広告原稿が適当でないと認めたときは、広告主に対し広告原

稿の変更を求めるものとする。 

(広告主の責任) 

第11条 広告主は、広告の内容に関するすべての責任を負うものとする。 

2 広告主は、広告掲載に関連して第三者に損害を与えた場合は、広告主の責任及び負

担において解決するものとする。 

3 広告主は、市税等を完納している者でなければならない。 

4 広告主は、第7条第2項の規定により掲載可の決定を受けた広告掲載の権利を譲渡す

ることができない。 

(広告掲載の取消し) 

第12条 次の各号のいずれかに該当するときは、市長は、広告の掲載を取り消すこと

ができる。 



(1) 広告の内容が広告案と著しく相違するとき。 

(2) 広告掲載料が指定期日までに納入されなかったとき。 

(3) 広告原稿が指定期日までに提出されなかったとき。 

(4) 公益上の理由により市が広告媒体を使用する必要が生じたとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が掲載を適当でないと認めたとき。 

(広告掲載料の還付) 

第13条 納入された広告掲載料は、還付しないものとする。ただし、広告主の責めに

帰すことのできない理由により、広告が掲載できなかったとき又は市長が還付の必

要があると認めたときは、この限りでない。 

2 前項の規定により還付する広告掲載料には利子を付さないものとする。 

(広告を掲載した印刷物等の無償提供) 

第14条 市長は、広告掲載申込書により広告を掲載した印刷物等の無償提供の申込み

があった場合(有料広告掲載提案募集制度による募集により無償提供の提案書が出

された場合を除く。)は、当該印刷物等に掲載される広告を第7条及び第8条(第1項第

1号の規定を除く。)の規定により審査に付し、広告掲載の可否の結果を広告掲載決

定通知書により、広告掲載希望者に通知するものとする。 

2 市長は、有料広告掲載提案募集制度による募集により無償提供の提案書が出された

場合は、提案募集制度実施要綱第5条第3項による承認を行った後に、前項の例によ

り申込書を受理した上で審査に付し、通知するものとする。 

(委任) 

第15条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則(平成18年12月28日要綱第95号) 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則(平成21年3月31日要綱第38号) 

この要綱は、平成21年4月1日から施行する。 

附 則(平成24年3月9日要綱第13号) 

この要綱は、平成24年4月1日から施行する。 



附 則(平成25年3月22日要綱第18号) 

この要綱は、平成25年4月1日から施行する。 

附 則(平成30年11月8日要綱第60号) 

この要綱は、平成30年11月8日から施行する。 

附 則(令和2年2月26日要綱第9号) 

この要綱は、令和2年4月1日から施行する。 

附 則(令和7年2月13日要綱第4号)抄 

(施行期日) 

1 この要綱は、令和7年4月1日から施行する。 



 



 



 



第1号様式(第6条、第14条関係) 

第2号様式(第7条、第14条関係) 

第3号様式(第9条関係) 

 


